
【対象事業】　 （単位：円）

事業費 うち基金繰入 事業費 うち基金繰入

1 5,000,000 5,000,000 4,803,650 4,803,650

2 57,885,000 7,196,000 56,592,343 5,918,343

3 2,200,000 2,200,000 2,167,000 2,167,000

4 2,364,000 2,364,000 312,759 312,759

5 24,600,000 24,600,000 24,599,300 24,599,300

6 24,000,000 24,000,000 14,645,000 14,645,000

7 16,500,000 16,500,000 2,045,985 2,045,985 一部繰越し

8 3,000,000 3,000,000 2,560,250 2,560,250

9 1,400,000 1,183,000 1,183,600 1,183,000

10 1,226,000 1,200,000 1,048,615 1,048,615

11 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

12 19,849,000 5,827,000 11,653,488 5,826,800

13 18,921,000 2,988,000 15,673,422 2,988,000

14 374,400,000 9,751,000 112,220,280 3,405,280 一部繰越し

15 93,682,000 2,982,000 5,054,799 554,799 一部繰越し

16 79,196,000 2,596,000 79,098,400 2,598,400

17 12,500,000 12,500,000 12,228,700 12,228,700

18 9,500,000 9,500,000 9,495,824 9,495,824

19 22,000,000 21,274,000 21,954,159 21,228,159

20 7,000,000 7,000,000 6,956,519 6,956,519

21 15,000,000 14,350,000 14,941,836 14,291,836

22 14,000,000 14,000,000 10,808,490 10,808,490

23 12,350,000 12,350,000 12,350,000 12,350,000

24 21,200,000 21,200,000 9,492,780 9,492,780 一部繰越し

25 46,000,000 46,000,000 46,000,000 46,000,000

小学校図書整備事業

中学校管理備品購入費

中学校図書整備事業

学校給食センター給食用器具費

図書館活動費

旧石巻ハリストス正教会教会堂
整備事業

震災遺構指定管理料

東日本大震災犠牲者追悼式関係

健康づくりパーク管理費

東中瀬橋整備事業

七窪蛇田線街路整備事業

中瀬公園整備事業

北上川等改修関連推進事業

小学校管理備品購入費

復興街路整備関係事業

南浜津波復興祈念公園整備事業

防災教育充実事業

震災心のサポート事業

いしのまき復興マラソン関係

ハザードマップ業務

被災者支援事業

森林保全対策業務

中小企業等融資関係費

河南地区小規模宅地開発対策事
業

移転元地等利活用推進事業

震災復興基金対象事業

目的及び事業内容

【県交付金分】
　県から交付された東日本大震災復興基金交付金を震災復興基金として積み立てし、住民生活の安定やコミュニ
ティの再生、地域経済の振興・雇用維持等に係る事業に充当し、ソフト面からの復興を後押しするもの。また、追
加交付された津波被災住宅再建支援のための財源は、津波により甚大な被害を受けた世帯の住宅再建支援事業に活
用している。
【市独自分】
　市が受けた災害復旧費寄附金や給与独自削減分等を独自に基金に積み立てし、復興を推進するために必要な事業
に活用するもの。教育・子育て関係事業や軽微なハード事業等を実施している。
【現年災分】
　震災復興特別交付税を基金に積み立てし、復興を推進するために必要な事業に活用するもの。主に、国や県の補
助がない事業や震災に関連するハード事業に活用している。
【土地区画整理換地売払収入分】
　土地区画整理による換地売払収入を基金に積み立てし、復興事業により整備した施設の維持管理経費等に活用し
ている。

取　組　実　績
　被災者の生活支援、コミュニティの再生、地域産業の振興等に係るソフト施策のほか、各種国県補助の対象外部
分に活用し、ハード施策の復興事業を推進した。

事　業　内　容
予算額 決算額

備考
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【対象事業】 （単位：円）

事業費 うち基金繰入 事業費 うち基金繰入

26 10,000,000 10,000,000 0 0 全額繰越し

27 30,000,000 30,000,000 33,964,700 30,000,000

28 34,818,000 34,810,000 34,920,800 34,912,800

963,591,000 349,371,000 551,772,699 287,422,289

（単位：円）

国（県）支出金 地方債 その他 一般財源

551,772,699 143,015,000 103,300,000 288,798,289 16,659,410

事　業　内　容 備考
予算額 決算額

合　　　　　　　　　計

成　　　果
　震災復興基金を活用した事業を実施したことで、被災者の住宅再建や産業の再生、防災対策など、震災からの復
興に寄与した。

優良建築物等整備事業評価・
コーディネート業務

公園管理業務

南浜津波復興祈念公園管理業務

予算の執行状況
予算額 決算額

決算額の財源内訳

963,591,000
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【対象事業】　 （単位：円）

事業費 うち交付金

52,162,000 26,081,000

52,162,000 26,081,000

（単位：円）

国（県）支出金 地方債 その他 一般財源

52,162,000 52,162,000 26,081,000 26,081,000

校務支援システムによる児童生徒情報連携事業

　令和6年度はこの交付金を活用し、地方創生に資するソフト事業の実施により、教育環境の充実に
寄与した。

予算の執行状況
予算額 決算額

決算額の財源内訳

合　　　　　計

成　　　果

デジタル田園都市国家構想交付金対象事業

目的及び事業内容

デジタル田園都市国家構想交付金は、デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向け
て、他の地域等で既に確立されている優良モデル等を活用した実装の取組や、オープンなデータ連
携基盤を活用するモデルケースとなり得る取組、地方への新たなひとの流れを創出する取組等に対
し、国が交付金を交付することにより、デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解
決や魅力向上の取組の加速化・深化を図るもの。
　令和7年1月より「新しい地方経済・生活環境創生交付金」となり、引き続き地域再生法に基づ
き、目指すべき地域社会に向けて、産官学勤労言など多様な主体の参画を通じた地方創生に資する
地域独自の取組をソフト・ハード一体で支援する。

取　組　実　績

　令和6年度の交付金は26,086,000円交付決定され、令和6年度に26,081,000円（対象事業費
52,162,000円）の事業を実施した。

事　業　内　容
決算額

備考
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【項目一覧】　 　（単位：円）

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1

101,026,806 56,447,000 5,918,000 38,661,806

2 その他災害関係

7,936,633,335 5,088,094,000 436,200,000 2,069,233,000 343,106,335合　　　　　　計

7,835,606,529 5,031,647,000 436,200,000 2,063,315,000 300,432,429
復興街路整備工事　等

小　　　　　　計

災害派遣職員人件費負担金

21,476,259

被災者生活
支援事業費

被災者生活支援事業委託料
79,550,547 56,447,000 5,918,000 17,185,547

復興公営住宅等生活相談支
援業務委託料 等

災害救助関係

災害援護費
災害援護資金債権回収等業
務委託料 等

21,476,259

東日本大震災関連事業

事　業　内　容
　東日本大震災により被災した住民に対して、応急仮設住宅等から復興公営住宅等の恒久住宅へ移転後も、様々な生活の課題を抱
える被災者に対する相談・生活支援を推進するほか災害復旧事業等などの震災関連対策事業を実施した。

取　組　実　績 　全体で7,936,633,335円の事業を実施した。

事　業　内　容 事業費
（決算額の財源内訳）
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【対象事業】　 （単位：円）

事業費 うち交付金 事業費 うち交付金

1 2,035,303,800 2,035,303,800 1,613,658,937 1,612,308,937
一般財源：
1,350,000円

2 29,720,897 26,700,000 29,710,897 18,604,763
一般財源：
11,106,134円

3 61,845,866 55,600,000 61,835,149 50,405,000
一般財源：
11,430,149円

4 82,100,000 73,800,000 81,708,000 60,000,000
一般財源：
21,708,000円

5 5,100,000 3,000,000 3,598,741 3,000,000
一般財源：
598,741円

6 34,560,000 31,100,000 34,560,000 20,000,000
一般財源：
14,560,000円

7 8,000,000 7,200,000 5,233,461 5,000,000
一般財源：
233,461円

8 30,088,000 27,000,000 24,530,598 20,000,000
一般財源：
4,530,598円

9 1,490,734,000 1,490,734,000 469,838,797 469,838,797 一部繰越し

10 33,602,000 24,128,000 0 0 全額繰越し

11 53,994,000 48,594,000 0 0 全額繰越し

12 125,000,000 112,500,000 0 0 全額繰越し

13 38,560,000 34,704,000 0 0 全額繰越し

14 8,000,000 7,200,000 0 0 全額繰越し

15 30,089,000 27,080,000 0 0 全額繰越し

16 31,663,006 31,663,006 27,907,066 27,907,066

17 84,392,000 84,392,000 84,392,000 84,392,000

18 233,090,433 4,984,000 232,072,764 16,900,934
一般財源：

215,171,830円

4,415,843,002 4,125,682,806 2,669,046,410 2,388,357,497

（単位：円）

国（県）支出金 地方債 その他 一般財源

2,669,046,410 2,388,357,497 280,688,913

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金対象事業

取　組　実　績

　令和6年度は4,365,397,000円交付決定され、2,388,357,497円（事業費2,669,046,410円）の事業を実施した。

事　業　内　容
予算額 決算額

備考

目的及び事業内容

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、地方公共
団体が作成する「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画」に基づき、国から交付されるものである。
　物価高騰の影響を受けている地域経済や、住民生活の支援を通じた地方創生を図ることを目的とする。

エネルギー・食料品等価格高騰
重点支援金支給事業【物価高騰
対策給付金】（繰越分）

信用保証料支援事業補助金（繰
越分）

石巻市道路運送事業者等支援金
（第３弾）（繰越分）

地域食事券事業（３割増食事
クーポン券）（繰越分）

イベント開催支援事業（繰越
分）

決算額
決算額の財源内訳

4,415,843,002

燃油高騰対策事業（漁業者対象
分）（繰越分）

燃油高騰対策事業（園芸農家対
象分）（繰越分）

配合飼料高騰対策事業（繰越
分）

成　　　果

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業を実施したことで、物価高騰の影響を受けている地域経済や、
住民生活の支援に寄与した。

合　　　　　　　　　計

教育施設等光熱水費高騰対策事
業

燃油高騰対策（漁業者対象分）

燃油高騰対策事業（園芸農家対
象分）

配合飼料高騰対策事業

保育施設等食材料費高騰対策事
業

学校給食費保護者負担軽減事業

物価高騰対策重点支援金事業
【物価高騰対策給付金】

信用保証料支援事業補助金

石巻市道路運送事業者等支援金

地域食事券事業（３割増食事
クーポン券）

予算の執行状況
予算額
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